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第 1 章 基礎情報 

1.計画策定の概要 

本計画は、2050 年までの脱炭素社会の実現を見据え、やまなし「ゼロカーボンシティ」

宣言を行動指針とした推進事業計画を策定するものです。果樹園交流のまち「ゼロカーボ

ンシティ甲州」を達成するためのスケジュールと具体的な施策を明確化します。上位計画で

ある「第２次甲州市総合計画」、「甲州市環境基本計画」を反映し、連動する計画となり

ます(図 1.1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020 年の政府による「2050 年ゼロカーボン宣言」を受けて、各分野で脱炭素化に向

けた動きが一層加速しています。 

甲州市ではこれまで実施してきた地球温暖化対策をさらに推進するため、2021 年に山

梨県と県内の全 27 市町村共同で「やまなしゼロカーボンシティ宣言」を行い、2050 年まで

に二酸化炭素排出量実質ゼロを目指します。 

図 1.1 甲州市ゼロカーボンシティ推進事業計画の位置付け 
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出典:全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 

2.ゼロカーボンの背景 

（１）地球温暖化と気候危機 

現在、地球の平均気温は約 14℃ですが、もし大気中に水蒸気、二酸化炭素、メタン

等の温室効果ガスがなければ、約19℃になります。太陽から地球に降り注ぐ光は、地球

の大気を素通りして地面を暖め、その地表から放射される赤外線の熱を温室効果ガスが吸

収、再放射することで地球表面と大気が互いに暖め合います。これが温室効果です。 

近年、産業活動が活発になり、二酸化炭素、メタン、さらにはフロン類等の温室効果ガス

が大量に排出されて大気中の濃度が高まり熱の吸収が増えた結果、気温が上昇し始めて

います。これが地球温暖化です(図 1.2)。 

地球温暖化の主な原因は、人間の活動から生み出される温室効果ガスの増加であるこ

とは疑う余地がないと考えられています。1850～2020 年の傾向では、世界平均気温は

1.09℃上昇しています(図 1.3)。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 6 次評価報告書では、気候政策を導入

しないと 2100 年の平均気温は、3.3℃～最大 5.7℃上昇する（1850 年比）と予測さ

れています(図 1.4)。 

地球温暖化は大雨・干ばつの増加、氷河等が溶けることによる海水面の上昇、生物活

動の変化、水資源や農作物への影響等、自然生態系や社会生活全般にわたって様々な

変化を与えています。さらに、近年増加しているゲリラ豪雨（局地的・突発的な集中豪雨）

や大型台風の発生等にも影響を与えていると考えられています(図 1.5)。 

図 1.2 地球温暖化のしくみ 図 1.3 世界平均気温の現状 



 

3 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）世界の動向 

地球温暖化という地球規模の問題を解決するため、世界中で様々な動きがあります。

主な動きは、次の通りです(図 1.6、表 1.1)。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

年 世界の主な動き（説明） 

1994 年 ●気候変動に関する国際連合枠組条約（UNFCCC)の発効 

大気中の温室効果ガス（CO2、メタンガス等）の濃度を気候体系に危

害を及ぼさない水準で安定化させることを目的とした条約。154 カ国が署

名。 

1997 年 ●京都議定書の採択 

UNFCCC における締約国会議 3 回目（COP3）にて京都議定書が採

択。温室効果ガス排出を先進国は 1990 年比で一定数値削減義務あ

り、 途上国は削減義務なし。 

出典:全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 

図 1.4 世界平均気温の将来予測 

図 1.6 地球温暖化に関する世界の主な動き（年表） 
 

表 1.1 地球温暖化に関する世界の主な動き（説明） 
 

図 1.5 地球温暖化に関する主要なリスク 
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2014 年 ●IPCC 第 5 次評価報告書の公表 

20 世紀半ば以降の温暖化の主な要因は、人間活動の可能性が極めて

高いと示された。 

2015 年 ●持続可能な開発のための 2030 アジェンダの採択 

SDGs（持続可能な開発目標）は、2030 年までに達成するために掲げ

られた目標。持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のター

ゲットから構成されている。 

●パリ協定の採択 

UNFCCC における締約国会議 21 回目（COP21）にてパリ協定が採 

択。21 世紀後半に世界全体の脱炭素化（温室効果ガスの排出量と吸 

収量の均衡）を達成。 

世界共通の⾧期目標として、産業革命前（19 世紀後半）からの世界

の平均気温上昇を 2℃より十分下方に抑えるとともに、1.5℃に抑える努

力を継続すること等を設定。 

2019 年 ●EU2050 年ゼロカーボンを宣言 

2021 年 ●米国 2050 年ゼロカーボンを宣言 

●気候変動に関する首脳会議 

米国は 2030 年削減目標 50～52％減（2005 年比）を宣言。 

日本は 2030 年度削減目標 46％減（2013 年度比）を宣言、           

さらに 50％減の高みに向け挑戦を続けていく決意を表明。 

●IPCC 第 6 次評価報告書の公表（第１作業部会報告） 

人間活動が大気・海洋及び陸域を温暖化させてきたことは「疑う余地がな

い」と示された。産業革命後の地球全体の気温の上昇幅は 2011～20

年の平均で 1.09℃。向こう数十年の間に二酸化炭素及びその他の温

室効果ガス排出が大幅に減少しない限り、21世紀中に産業革命前から

の地球温暖化は 1.5℃及び 2℃を超えると報告。 

2022 年 ●IPCC 第 6 次評価報告書の公表（第 2・第 3 作業部会報告） 

産業革命前と比べた世界の気温上昇を 1.5℃以内に抑えるためには、 

世界の温室効果ガス排出量のピークを遅くとも 2025 年に迎える必要が 

ある。 

2020 年代末までに対策を強化しなければ、今世紀末までに 3.2℃の 

気温上昇をもたらし、気温上昇が 1.5℃を超えると、生態系が回復不能 

な程、失われると報告。 
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世界の主要国の二酸化炭素排出量（2019 年）は 1 位中国、2 位アメリカ、3 位イン

ド、4 位ロシア、5 位日本となっています(図 1.7)。世界の主要国では、EU、アメリカ、日本

だけではなく、中国が 2060 年までにゼロカーボン達成を目標に掲げる等主要各国が二酸

化炭素排出削減目標を表明しています(図 1.8)。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典:全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト 

図 1.7 世界の国別 二酸化炭素排出量（2019 年） 

図 1.8 世界の主要国 二酸化炭素排出削減目標 
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（３）日本の動向 

地球温暖化に関する日本の主な動きは、次の通りです(図 1.9、表 1.2)。 
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

年 日本の主な動き（説明） 

1993 年 ●環境基本法の成立 

日本の環境に関する、全ての法律の最上位に位置する法律。 

1998 年 ●地球温暖化対策推進法の成立 

京都議定書の採択を受け、地球温暖化防止を目的とする世界最初の法 

律を制定。国、地方公共団体、事業者、国民が一体となって地球温暖化 

対策に取り組むための枠組みを定めた。 

2003 年 ●エネルギー基本計画を閣議決定 

国が定めるエネルギー政策の基本方針・計画。最低でも 3 年ごとに検討。 

2011 年 ●東日本大震災 発生 

●再生可能エネルギー特別措置法（FIT 法）の成立 

FIT 制度（再生可能エネルギーの固定価格買取制度）2012 年スター

ト。 

2018 年 ●第五次環境基本計画を閣議決定 

「地域循環共生圏」を提唱。地域循環共生圏とは、各地域が自立・分散

型の社会を形成し、地域資源等を補完し支え合う共生圏。 

2020 年 ●エネルギー供給強靱化法（FIP 法）の成立 

FIP 制度（Feed-in-Premium 制度）2022 年スタート。再エネ事業       

者が発電した電気を卸電力取引市場や相対取引で売電をした場合に、 

基準価格（FIP 価格）と市場価格の差額をプレミアム額として交付する制 

度。FIT では市場取引は免除されるが、FIP では市場取引が基本。 

●2050 ゼロカーボン宣言 

2050 年ゼロカーボン、脱炭素社会の実現を目指すことが宣言された。 

図 1.9 地球温暖化に関する日本の主な動き（年表） 

表 1.2 地球温暖化に関する日本の主な動き（説明） 
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図 1.10 ゼロカーボンとは 

2021 年 ●地球温暖化対策推進法を改正 

  2050 年ゼロカーボンを基本理念として法に明確に位置付けられた。 

●第 6 次エネルギー基本計画を閣議決定 

  2050 年ゼロカーボン実現に向けたエネルギー政策の道筋を示した。2030

年度電源構成:再エネ 36～38％、水素・アンモニア 1％、原子力 20～

22％ 

●地球温暖化対策計画を閣議決定 

地球温暖化対策推進法に基づく我が国唯一の地球温暖化に関する総

合計画で、5年ぶりに改訂。2050年ゼロカーボン、2030年度目標46％

(2013 年度比）の実現に向けた地球温暖化対策・施策を記載して 

目標実現への道筋を示した。 

●地域脱炭素ロードマップを発表 

2030 年度までに最低 100 カ所の「脱炭素先行地域」をつくる。 

今後の 5 年間に政策を総動員し、人材・技術・情報・資金を積極支援。 

2022 年 ●4 月 脱炭素先行地域の第１弾として 26 カ所を選定 

予算を優先的に配分する等して地域の「脱炭素」の取り組みを後押しし、 

全国へ広げるきっかけにしていく。 

●4 月 FIP 制度スタート 

 
 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ゼロカーボンとは～ 

参考資料:環境省「脱炭素ポータル」のカーボンニュートラルとは 

ゼロカーボンとは、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」から、 

森林などによる「吸収量」を差し引いて、合計を実質的にゼロにすることを意味して

います。カーボンニュートラルとも呼ばれています。 
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3.甲州市の地域特性 

（１）市の概要・土地利用 

甲州市は、山梨県の北東部、甲府盆地の最東端に位置し、山梨市、笛吹市、大月市、

小菅村、丹波山村、埼玉県秩父市に接しています(図 1.11)。 甲州市の総面積は、

264.11 ㎢で、山梨県の総面積の約 5.9％にあたります。土地利用の状況は、森林

81.0%、農用地 7.9%、宅地 3.0%、その他 8.1%となっています。 

市内を流れる笛吹川、重川、日川等によって形成された複合扇状地等の緩やかな斜面

が市域の南西部に広がり、水はけのよい大地を形成し、内陸性気候の特性とともに果樹栽

培に適した地域となっています。これを活かしたブドウ、モモ、カキ等の果樹栽培を中心とした

農業が基幹産業となっており、品質、生産量ともに日本有数の産地となっています。また、

秩父多摩甲斐国立公園に指定される豊かな自然をはじめ、ワイン等の特産品、歴史的文

化遺産を有しています。こうした資源を活かした体験型観光等の新しい観光振興の動きが

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.11 甲州市位置 

参考資料:甲州市まちづくりプラン（第 2 次甲州市総合計画） 

        甲州市 HP 
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（２）交通 

市内には、勝沼 IC や中央道甲斐大和、勝沼、中央道釈迦堂の 3 カ所の高速バス停

留所があり、東京都心まで約 1 時間 30 分の立地となっています。 

鉄道は、JR中央本線が運行されており、塩山駅、勝沼ぶどう郷駅、甲斐大和駅がありま

す。特急停車駅である塩山駅から新宿駅までの所要時間は、約１時間 30 分です。 

甲州市内の交通は、鉄道の他に市民バス 8 路線、民間バス 3 路線、デマンドバス、レン

タサイクルがあります(図 1.12、表 1.3)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種別 運行本数 
利用者数 

(令和元年度) 
備考 

鉄道 110～114 本/日 2,422 人/日 甲斐大和駅の利用者数データないため、除外 

市民バス 60～71 本/日 236 人/日 全 8 路線 

民間バス 32～37 本/日 112 人/日 全 3 路線 

高速バス 68 本/日 1,479 人/日 
行き先:新宿駅、羽田空港、成田空港、 

行き先:横浜駅 

デマンドバス 事前予約制 47 人/日  

レンタサイクル 55 台 6 人/日 
設置場所:塩山駅、勝沼ぶどう郷駅、 

設置場所:甲州市役所勝沼支所 

 

図 1.12 甲州市アクセスマップ 

表 1.3 市内交通 

参考資料:山梨県甲州市観光協会 ぐるり甲州市 HP 

参考資料:甲州市地域公共交通計画 
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図 1.14 月日照時間（1991～2020 年までの過去 30 年平均）

図 1.13 気温及び降水量の推移（1991～2020 年までの過去 30 年平均） 

（３）気象概要 

夏は最高気温 40℃、冬の最低気温は０℃を下回り、日の寒暖差が大きいといった盆

地特有の気候を有しています。 

30 年間の年平均降水量は 1106.2mm と、全国平均 1661.5mm と比較し少なく

なっています。また、日照時間が多く晴天に恵まれる傾向があり、30 年間の年平均日照時

間は 2209 時間と、全国平均 1916 時間と比較し多くなっています(図 1.13、図 1.14、 

表 1.4)。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料:気象庁過去の気象データ（観測点:甲州市 勝沼） 

参考資料:気象庁過去の気象データ（観測点:甲州市 勝沼） 

38.9 38.5 

73.7 73.0 
84.3 

113.2 

140.2 
123.8 

182.5 

150.6 

52.2 
35.3 

2.1 
3.6 

7.6 

13.2 

18.0 

21.5 

25.2 
26.1 

22.2 

16.0 

9.8 

4.5 

0

5

10

15

20

25

30

0

50

100

150

200

250

300

350

400

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

月
平
均
気
温

月
降
水
量
の
合
計

月降水量(mm) 月平均気温（℃）

(℃)

(mm)



 

11 

 

図 1.15 年平均気温推移(1978～2021) 

 

 

 

 

 

 

 

⾧期的に見ると、年平均気温は上昇傾向にあり、真夏日の年間日数も上昇傾向にあり

ます（図 1.15、図 1.16)。よって、甲州市においても日本全体の傾向と同じく気候変動が

進んでいると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 降水量 日照時間 

全国平均 1,661.5mm 1,916 時間 

甲州市 1,106.2mm 2,209 時間 

図 1.16 真夏日(最高気温 30 度以上)の年間日数推移(1978～2021) 

参考資料:気象庁過去の気象データ（観測点:甲州市 勝沼） 

参考資料:気象庁過去の気象データ（観測点:甲州市 勝沼） 

表 1.4 降水量・日照時間 
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図 1.17 人口・世帯数・世帯人口の推移 

図 1.18 甲州市の将来展望人口と将来人口推計の比較 

（４）人口・世帯 

甲州市の人口は、29,237人、世帯数は11,152世帯（令和2年 国勢調査）となっ

ており、人口は減少傾向が続いています。世帯数は、概ね横ばいであり、1世帯あたりの人

員は年々減少が進み、2.62人と核家族化が進んでいます(図1.17)。 

また、令和 2 年と平成 27 年を比較すると年少人口と生産年齢人口で減少、老年人

口で増加が見られ、少子高齢化が進んでいます。 

「甲州市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」（平成 28 年策定）の人口ビジョンでは、地

域の資源を活かした取り組みを通して基本目標の達成を目指しています。この計画内では、

2060 年度の将来人口約 27,000 人を維持できることを目標としています(図 1.18)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 参考資料:第 2 期甲州市総合戦略 

参考資料:国勢調査 
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図 1.19 産業別就業人口の推移 

図 1.20 産業別生産額構成比 

（５）産業 

a）産業別就業人口 

産業別就業人口は、平成 7 年をピークに就業人口の減少傾向が続いています。内訳

を見ると、第 1 次産業は平成 2 年、第 2 次産業は平成 7 年、第 3 次産業は平成 22

年をピークにそれぞれ減少しています。 

産業別就業人口割合の推移は、平成 7 年から令和 2 年にかけて第 1 次産業の割合

は 1.4％減少し、第２次産業は 10.1％減少し、第３次産業は 11.5％増加していること

から、第３次産業への移行が見られます(図 1.19)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）生産額 

生産額の観点から見ると、甲州市で生産額が最も大きい産業は住宅賃貸業であり、次

いで農業、保健衛生・社会事業、公務が地域の中で規模が大きい産業になっていることが

わかります(図 1.20)。 

また、地域の中で得意な産業を示す、産業別修正特化係数によると、甲州市では、全

国と比較して、農業を得意としていることがわかります(図 1.21)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料:国勢調査 

参考資料:RESAS 地域経済分析システム（2018 年版） 
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図 1.21 産業別修正特化係数（生産額ベース） 

図 1.22 産業別エネルギー消費量 図 1.23 産業別エネルギー消費量構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）産業別のエネルギー消費量 

甲州市におけるエネルギーの消費量は、農林水産業のエネルギー消費量が最も多く、次

いで、その他サービス、宿泊業・飲食サービス業の順になっています(図 1.22)。 

（エネルギー消費量は、産業によって生産量１単位あたりのエネルギー消費量が異なるた

め、必ずしも生産量が多い産業のエネルギー消費量が多いとは限りません。）   

また、産業別エネルギー消費量割合でも農林水産業、その他サービス、宿泊業・飲食サ

ービス業が全国と比較してエネルギー消費量の割合が高くなっております(図 1.23)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料:RESAS 地域経済分析システム（2018 年版） 

参考資料:RESAS 地域経済分析システム（2018 年版） 
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図 1.25 農業生産額・農業就業人口 

図 1.24 甲州市の果樹栽培面積・収穫量・販売額（平成 27 年） 

図 1.25 甲州市の農業生産額・農業就業人口の推移 

ｄ）農業 

峡東地域（甲州市・笛吹市・山梨市）の農業は、日本農業遺産、世界農業遺産に

認定されており、価値の高い農業地域となっています。ブドウ、モモ、カキ等をはじめとした果

樹農業は、生産量や質の高さにおいて全国有数の産地です。また、シャインマスカット等の

販売単価の向上により、収益性の高い農業経営が可能となっています(図 1.24)。 

しかし、甲州市の農家戸数は減少しており、25 年間で農業従事者は約 3,100 人減

少しています(図 1.25)。また、平成 27 年度の甲州市における農業人口年齢層について

は、70 歳以上が 48.0%を占めており、高齢化が顕著に表れています。また、49 歳以下

が 10.7％と少なくなっています。令和 12 年度には、70 歳以上が 61.1%、49 歳以下が

5.2％で農家就業者の高齢化がさらに進むと予測されています。 

一方で農業生産額は、平成 2 年から平成 27 年まで概ね 100 億円程度で推移して

おり、農家戸数は減少しているものの、生産額は、横ばいとなっています。農地面積につい

ては、平成 2 年度は 2,088ha、平成 27 年度は 1,482ha となっており、606ha 減少し

ています。 

これらの状況を踏まえ、甲州市の農業の維持・発展にむけて、「甲州市農業ビジョン」

（令和 2 年策定）では、「次代につなぐ、農業遺産のまち甲州」を 10 年後に目指す農業

の姿としています。基本方針として「担い手の確保と育成」、「儲かる農業のための環境整

備」、「農地の確保と有効利用」に重点を置き、農業振興に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料:甲州市農業ビジョン 

参考資料:甲州市 6 次産業化推進戦略 
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図 2.1 市役所 太陽光パネル 

第２章 甲州市ゼロカーボンシティ推進事業 
1.これまでの取り組み 
（１）甲州市環境基本計画 

平成24年３月に策定した「甲州市環境基本計画」では、「清らかな流れと 豊かな緑 

果実郷 甲州市」を環境像として定めました。また、環境像の実現に向けて、「自然環境」、

「生活環境」、「快適環境」、「地球環境」、「環境保全に取り組むための基盤づくり」に対し

て目標を立てています。 

計画内では、再生可能エネルギーの導入の促進についても言及しています。太陽光発

電の導入として、現在、甲州市役所・大和ふるさと会館・学校給食センター屋上に太陽光

パネルを設置しています。今後、他の公共施設への太陽光パネルの設置も検討していく予

定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）甲州市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

「甲州市地球温暖化対策実行計画」は、甲州市が実施している事務・事業に関し、

「温室効果ガスの排出量削減」と「温室効果ガスの吸収作用の保全及び強化」に取り組む

ことを目的とし、平成30年3月に策定しました。計画の期間は、平成30年度～令和5年

度までの6年間を対象とし、甲州市の全事業拠点の事務・事業を対象範囲としています。

また、目標の基準年度を平成28年度に定め、令和4年度に基準年度比10％の削減を

目指すこととしています。 

進捗状況を毎年公表し、令和3年度の結果報告では、平成28年度比でCO2排出量

の14.9％削減を達成しています。 

計画では、目標達成に向けて表2.2～表2.6に示すような、省エネルギーの推進や再生

可能エネルギーの導入、機器の運用改善等、CO2削減の取り組みを行っています。 

 
参考資料:甲州市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

参考資料:甲州市環境基本計画 
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図 2.2 年度別・燃料別 CO２排出量 

（３）公共施設のエネルギー消費量 

甲州市の公共施設全体の年度別・燃料別エネルギー消費量は、表2.1の通りです。ま

た、甲州市の年度別・燃料別CO2排出量は、図2.1に示しています。CO2の排出量は、電

気の使用量からの割合がもっとも高く、令和3年度は79.6％を占め、次いで施設暖房で用

いられる灯油からの排出量が多く、10.0％を占めています。 

令和2年度までは、減少傾向がみられたものの、令和３年度のCO2排出量は、前年度

より増加しています。これは、一部公共施設等の活動が、通常に戻ったことが要因として挙

げられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

平成28年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
ガソリン（㍑） 64,958 50,583 48,618 43,128 41,825
軽油（㍑） 5,352 5,354 4,808 3,766 4,368
灯油（㍑） 363,266 313,320 299,376 239,990 241,252
重油（㍑） 149,000 155,000 144,000 117,400 116,850

LPガス（㎥） 45,030 43,213 42,268 31,176 31,443
10,617,487 10,247,930 9,748,101 9,426,765 9,583,490

区分

公用車他

施設利用
・運営

電力（kWh）

平成 28 年度比で 

14.9％の削減 

表 2.1 年度別・燃料別エネルギー消費量 

参考資料:甲州市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 
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表 2.2 省エネルギーの取り組み 

表 2.３ 省資源の推進 

 

項目 取り組み 

消費電力量の把握 

・身近な機器の消費電力量の把握（コピー機、照明、冷蔵庫、電気ポ

ット他） 

・担当分野の電力量の把握 

照明 

・こまめな点灯・消灯 

・就業時前、昼休みの室内照明消灯 

・照明の間引きによる減灯 

・残業時の部分点灯 

空調 

・設定温度の適正化 

・使用していない部屋の空調停止 

・空調時には窓、ブラインドを閉める 

・冷房時には扇風機を併用する 

・空調の利用を時期で定めない 

・エアコンフィルターのこまめな清掃 

・帰宅時にはブラインド、カーテンを閉める 

事務機器 

・パソコンの休止設定の活用 

・使用していない時間の電源遮断 

・機器の省電力モードの活用 

給湯 ・⾧時間使用しない時は使用を停止 

公用車 

・自転車の活用 

・エコドライブの推進 

・空気圧の点検 

その他 

・季節に合わせた便座ヒーターの温度設定 

・クールビズやウォームビズの励行 

・リモートワーク、ノー残業デー、ノーマイカーデーの推進 

・緑のカーテン等の緑化推進 

 

 

 

項目 取り組み 

用紙類 

・両面コピー、裏面利用の徹底 

・資料の共有化や簡略化 

・再生紙の利用 

・グループウェアの活用によるペーパーレス化 

廃棄物・リサイクル 

・使用済み封筒、ファイルの再利用 

・トナーカートリッジの回収 

・分別収集の徹底 

物品購入 ・グリーン購入の徹底 
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表 2.４ 適切な保守・管理 

表 2.5 運用の改善 

表 2.６ 設備・機器の更新、施設改善改修、再生可能エネルギーの導入、省エネ指導 

 

 

 
項目 取り組み 

照明 

・外灯の点灯時間の季節別管理 

・自動販売機照明の夜間・休日消灯 

・自動販売機の夜間の停止 

空調 

・不快指数に基づく冷房使用 

・空調不要時の空気調和機の停止 

・事務機器からの発熱を考慮した暖房使用 

・過剰な外気取り入れの防止 

・外気導入による冷房時間の短縮 

給排水 ・手洗い器の水量や圧力の調節 

熱源 
・ボイラーの水質検査 

・蒸気配管や冷温水管、バルブの保温 

その他 
・プリンターの集約化 

・エネルギー使用状況と外気温、室内温度の記録と分析 

 

 

 

項目 取り組み 

照明 

・照明機器の定期的点検・保守 

・LED 照明への取り換え 

・白熱電球は使わない（電球型蛍光灯、LED 電球への取り換え） 

・人感センサーの設置 

空調 ・空調機フィルター等のこまめな清掃 

給排水 

・漏水有無の点検（水道メーター等で） 

・トイレ用擬音発生装置の設置 

・手洗い器への自動水栓の設置 

項目 取り組み 

照明・空調・ 

給排水設備の更新 

・更新時にエネルギー消費効率の高い設備を導入 

・冷水・冷却水ポンプ・空気調和機のインバーター制御の導入 

公用車 
・集中管理システム導入 

・エコカーの導入 

施設改善改修 

・外部ガラスに断熱フィルムを貼る。 

・屋上に熱反射塗料を塗布 

・最上階天井裏に断熱材を施工 

再生可能エネルギーの導入 ・太陽光発電 

省エネ指導 ・省エネセンターによる省エネ診断・省エネ指導を受ける。 

参考資料:甲州市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 
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図 2.3 ぐるりん 

（４）ぐるりん 

「ぐるりん」は、甲州市役所観光商工課が主体となり運営している甲州市のレンタサイクル

です。平成28年度から始まり令和4年度には、スポーツタイプを追加し、現在、シティサイク

ルタイプを25台、スポーツタイプを30台導入しています。観光時のレンタサイクルの利用によ

り、移動時のCO₂排出削減に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料:甲州市レンタサイクル「ぐるりん」（勝沼・塩山） 

～EV・FCV って?～ 
EVは電気自動車を、FCVは燃料電池自動車を指します。それぞれモーターを回

す仕組みが異なっています。EVは電気を蓄電池内に蓄え、その電力でモーターを回

して走る仕組みになっています。FCVは、車に搭載されている燃料電池内で、水素

ステーションから得た水素と、空気中の酸素が化学反応によって発電した電気エネ

ルギーで、モーターを回して走ります。 
 

図 2.4 EV・FCV 

 参考資料:佐賀県 「FCV ってどんな車?」 
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図 2.5 甲州市・オルビスの森 図 2.6 間伐材の活用 

図 2.7 緑のカーテン 

（５）オルビスの森 

甲州市は、平成23年にオルビス株式会社と公益財団法人オイスカとで、甲州市里山創

造推進協議会を設立し、「森林整備協定」を締結しました。また、荒廃していた市有林約

100haの森を再生する目的で、「甲州市・オルビスの森」の森林整備を平成24年に開始し

ました。「人々が集い自然と親しむ里山として再生すること」を目標として、11年をかけて森

づくりが行われ、令和3年に完成しました。 

11年間の活動の中で、間伐材の活用として、公園内の「木漏れ日のステージ」の整備、

JR塩山駅へのベンチの設置が行われました。今後、「甲州市・オルビスの森」は、市内外の

小学校の校外学習やイベント等で活用していきます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）その他の取り組み 

甲州市では、夏場の節電と地球温暖化防止等の環境問題に対する意識啓発を図るた

め、ゴーヤ等の緑のカーテン種の無料配布を行っています。 

電気自動車の利用者に向けては、市役所東駐車場と道の駅甲斐大和に電気自動車

急速充電器の設置をしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緑のカーテンには、日射の熱

エネルギーを80％カットする遮

断効果があります。また、壁や

地面からの放射熱を防ぐことも

できます。このことから、室内の

温度の上昇を防ぐ効果があり

ます。 

 

～緑のカーテン～ 

参考資料:甲州市 HP「甲州市・オルビスの森」 

        オルビス株式会社 HP 

参考資料:環境省 グリーンカーテンプロジェクト 
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図 2.8 広報イベント 図 2.9 ゴミ分別アプリ 

表2.7 補助事業（令和4年度） 

2.広報活動 
甲州市ではゼロカーボンシティの実現に向けて、広報誌、イベント等を通して、市民に対し、

広報活動を行っています。広報誌については、『広報こうしゅう』で、「ゼロカーボンシティ甲州

を目指して」を連載しており、省エネやエコドライブ等、身近でできる取り組みを紹介していま

す。広報回覧にて令和 4 年 7 月に県の太陽光パネル・蓄電池の共同購入について全戸

配布した際には、53 件の申請があり、人口に対する申込割合は県内で 2 位となりました。

またイベントでは、イオンモール SDGs フェスや、およっちょい祭りで補助事業や脱炭素の取り

組みについて啓発を行っています。 

ごみの削減に対しては、出前講座やアプリの運用等の取り組みを行っています。出前講

座は、令和 4 年 12 月時点で学校や子育て支援センターで小学生や保護者を対象に 8

回開催し、合計 130 名の方が参加しました。令和 4 年 9 月から運用が開始したアプリに

ついては、出前講座やイベント、市役所の窓口にて登録を促進しています。 

他にも、甲州市では、市役所に「ゼロカーボンシティ宣言」懸垂幕を設置しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.補助事業 
甲州市では、住宅環境創エネ・省エネ・蓄エネ設備の設置補助、宅配ボックス購入補助、

生ごみ処理容器・生ごみ処理機の購入補助を市民向けに行っています（表 2.7）。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

iPhone の方 Android の方 
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図 2.10 ロゴマーク ローマ字版 

図 2.11 ロゴマーク 日本語版 

4.ロゴマークについて 
図 2.10、図 2.11 のロゴマークは、市民や事業者等に対して、脱炭素に向けた取り組み

を幅広く普及啓発していくことを目的として作成しました。 

ロゴマークでは、市の将来像である「果樹園交流のまち、甲州市」をもとに、これらの資源

を活かしてゼロカーボンを目指す姿勢を表現しています。 

使用している色について、紫はブドウ(ワイン)、ピンクは桃、オレンジは柿、赤はさくらんぼ、

緑は自然を表現しています。また、ローマ字版と日本語版の 2 パターン作成しました。 
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図 2.12 『広報こうしゅう』 令和 4 年 4 月号 

5.『広報こうしゅう』について 
甲州市の広報誌である『広報こうしゅう』では、図 2.12 に示すような補助金の紹介や緑

のカーテン種子配布等甲州市で行っている取り組みを紹介しています。広報誌の内容につ

いては５章でも詳しく紹介しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料:『広報こうしゅう』 令和 4 年 4 月号 
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図 2.14 甲州市にポテンシャルがある主要な再エネ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.13 再生可能エネルギーの概要  

～再生可能エネルギー～ 

参考資料:資源エネルギー庁 なっとく!再生可能エネルギー 

        「妙高山地熱通信」 
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図3.1 部門ごとの年度別CO₂排出量 

第 3 章 温室効果ガス排出量と将来推計 

1.CO₂排出量と将来推計 

（１）甲州市の CO₂排出量 

 2019 年度における甲州市の温室効果ガス排出量は 174.8 千 t- CO₂であり、基準年

である 2013 年度と比較すると約 23%減少しています。また、市民１人当たりの排出量

は、2019 年度 5.5t-CO₂であり、基準年の 2013 年度の市民 1 人当たりの排出量

（6.6t-CO₂）と比較すると約 17%減少しています。温室効果ガス排出量を部門別に見

ると、2019 年度では、運輸部門（80.8 千 t-CO₂）・家庭部門（37.5 千 t-CO₂）・

業務部門（32.2 千 t-CO₂）・産業部門（21.4 千 t-CO₂）・廃棄物部門（2.9 千 t- 

CO₂）の順で排出量が多くなっています。人口減少等に伴い、各部門の排出量は全体的

に減少傾向にあります（図 3.1）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 参考資料:自治体排出量カルテ 
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図3.2 2019年度における部門別CO₂排出量 

図3.3 2019年度における産業部門全体に占めるCO₂排出量の割合 

（２）部門別の CO₂排出量 

2019 年度における甲州市の部門別 CO₂排出量割合は、下記の図 3.2 の通りです。

運輸部門が全体の約 46％を占めています。次いで家庭部門が約 21％、業務部門が約

18%、産業部門が約 12％、廃棄物部門が約 2％の順となっています。全国平均では、

産業部門が 44％、運輸部門が 20％であるのに対して、甲州市の産業部門は 12％と低

く、運輸部門は 46％と高い結果となっています。2019 年度における産業部門全体に占め

る CO₂排出量の割合は製造業 64％、農林水産業 25％、建設業・鉱業 11％となってい

ます（図 3.3）。 
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図3.4 将来シナリオの設定 

図3.5 甲州市のBAUシナリオ 

（３）将来推計の方法 

甲州市における 2050 年ゼロカーボン実現に向けた将来シナリオを設定します。まず、①

BAU（Business as usual）シナリオを設定します。排出削減に向けた追加的対策を行

わず、省エネ技術の進展や再エネの導入が進まない場合です。BAU シナリオは、今後の産

業活動や人口等の動向のみを反映することで、自然体のまま排出量が推移するシナリオに

なります。甲州市の BAU シナリオでは、基準年度の 2013 年度比で、2030 年度 27％

減、2050 年 34％減で推移します（図 3.４、図 3.5）。 
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図3.6 甲州市の低炭素シナリオ 

図3.7 甲州市の脱炭素シナリオ 

つぎに、②低炭素シナリオを設定します。国の「地球温暖化対策計画」各種省エネ対策

における CO₂削減量を甲州市に反映した場合です。例をあげると、省エネ性能の高い設

備・機器等の導入促進による、国の CO₂削減量を甲州市/全国で按分して算出します。さ

らに、甲州市の民有林による CO₂吸収量を反映しています（図 3.６）。 

甲州市の森林面積 21,105ha のうち、県有林は 10,421ha、都有林は 5,608ha、

民有林は 5,076ha です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そして、③脱炭素シナリオを設定します。国の CO₂削減目標 2030 年度 46％減・

2050 年 100％減 (2013 年度比)を甲州市の CO₂削減目標とすると、2050 年は 54

千(t-CO₂)を追加で削減する必要があります（図 3.７）。2030 年度は、国の目標であ

る 2013 年度比 46％以上削減を進めます。2050 年ゼロカーボン達成に向けて自然との

共生を図り、様々な再エネの導入可能性を検討することが重要になります。 
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図3.8 甲州市のゼロカーボンシナリオ 

2.ゼロカーボン（脱炭素）シナリオ 

（１）甲州市のゼロカーボンシナリオ 

削減目標やパラメーターを変えた複数のシナリオを設定し、2030 年及び 2050 年時点

の CO₂排出量の将来推計を行いました（図 3.8）。 

・2030 年シナリオ① 

2030 年の目標を「2030 年度に 2013 年度比で 47%削減」を基として作成 

・2030 年シナリオ② 

2030 年の目標を「2030 年度に 2013 年度比で 48％削減」を基として作成 

・2030 年シナリオ③ 

2030 年の目標を「2030 年度に 2013 年度比で 50％削減」を基として作成 

・2050 年シナリオ① 2050 年の政府目標である「2050 年ゼロカーボン達成」に関して、 

再エネ導入による達成を基として作成 

・2050 年シナリオ② 2050 年の政府目標である「2050 年ゼロカーボン達成」に関して、

甲州市内の県有林による CO₂吸収量を反映し、再エネ導入による達成を基として作成 

甲州市では、2030 年はシナリオ②「2030 年度に 2013 年度比で 48％削減」を採用

し、2050 年はシナリオ①再エネによる「2050 年ゼロカーボン達成」を採用しています。 
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図3.9 甲州市の太陽光発電導入等に関する課題・アプローチ 

図3.10 甲州市のバイオマス導入等に関する課題・アプローチ 
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図3.11 甲州市の2030年シナリオ 

（２）甲州市の 2030 年シナリオ 

・2030 年シナリオ① 

2030 年度の目標を「2030 年度に 2013 年度比で 47%削減」を基として作成 

2.5 千 t-CO₂を追加削減（太陽光発電のみ）  

・2030 年シナリオ② 

2030 年度の目標を「2030 年度に 2013 年度比で 48％削減」を基として作成 

5.8 千 t-CO₂を追加削減（太陽光、中小水力、バイオマス） 

中小水力発電はポテンシャルマップ甲州市 10 カ所の 20％ に設備導入 

全公共施設の燃料消費による CO₂排出量 5％をバイオマス燃料に置き換える 

・2030 年シナリオ③ 

2030 年度の目標を「2030 年度に 2013 年度比で 50％削減」を基として作成 

7.9 千 t-CO₂を追加削減（太陽光、中小水力、バイオマス） 

中小水力発電はポテンシャルマップ甲州市 10 カ所の 50％ に設備導入 

全公共施設の燃料消費による CO₂排出量 50％をバイオマス燃料に置き換える 
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図3.12 甲州市の2050年シナリオ 

（３）甲州市の 2050 年シナリオ 

・2050 年シナリオ① 

2050 年の政府目標である「2050 年ゼロカーボン達成」に関して、再エネ導入により達

成を基として作成 

太陽光発電は、環境省 REPOS の太陽光(建物系)導入ポテンシャルの 40％に導入 
＊山梨県地球温暖化対策実行計画では 2030 年度時点で上記ポテンシャルの 1/3 に導入 

中小水力発電はポテンシャルマップ甲州市 10 カ所の 50％ に設備導入 

全公共施設の燃料消費による CO₂排出量 50％をバイオマス燃料に置き換える 

・2050 年シナリオ② 

2050 年の政府目標である「2050 年ゼロカーボン達成」に関して、甲州市内の山梨県

有林による CO₂吸収量を反映し、再エネ導入により達成を基として作成 
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図3.14 環境省REPOSによる甲州市の再エネポテンシャル 

図3.13 甲州市の再エネ導入実績（2020年度） 

甲州市では、太陽光発電 24.9MW、中小水力発電 0.1MW と合わせて 25.0MW の

再エネ導入実績があります（図 3.13）。環境省の再エネ情報提供システム（REPOS）

によると、甲州市では太陽光発電、中小水力発電等の再エネ導入ポテンシャルがあると示

されています（図 3.14）。導入ポテンシャルの数値に関しては、課題もあります。例えば、

太陽光発電（建物系）では、市内の建物の GIS 情報より取得したポリゴン面積に設置

可能面積算定係数を乗じて、設置可能面積を算出した数字です。現地の建物を調査す

ると、現在の技術では、屋根上に設置不可能な場所も含まれているので、このような課題を

考慮する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊〇:短期的な重点項目、△2050 年を見据えた⾧期の導入項目 

参考資料:自治体排出量カルテ 

          再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS） 
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図3.15 やまなし小水力発電推進マップ 甲州市該当箇所 

山梨県で、「やまなし小水力発電推進マップ」を作成し、中小水力発電の有望な 98 地

点をリストアップしています。甲州市は、下記の 10 地点が該当しています（図 3.15）。 

設備導入に関しては、課題もあります。中小水力発電のサービス提供会社にヒアリングし

た結果、下記の地点の中には机上検討の現状では、設備導入が困難な地点も含まれて

いるとの回答がありました。現地調査を進めポテンシャルの精査を進める等、導入に向けて

課題を解決していくことが必要となります。 
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図4.1 脱炭素化の柱となる５つの施策 

第 4 章 将来ビジョンと施策 

1. 将来ビジョン 

再エネの導入や省エネの施策を実施するにあたり、地域課題の解決や、地域資源・経

済の循環促進等の地域振興へ繋げることが重要です。 

甲州市では、ゼロカーボン推進の基本施策を、図 4.1 に示す施策体系のもとに推進しま

す。脱炭素化の柱となる 5 つの施策として、「①公共施設・住宅の低炭素化、BCP 対応」、

「②果樹園の低炭素化」、「③太陽光・中小水力発電等の開発、熱利用の促進」、「④

移動手段の低炭素化」、「⑤循環型社会の確立、森林吸収の促進・環境教育」を策定し

ました。 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

37 

 

図4.2 将来ビジョン 

柱となる 5 つの施策のつながりや主な取り組みから、将来ビジョンを作成しました（図

4.2）。再生可能エネルギーの導入・普及を核に、新しいエネルギーや、資金の流れを創出

します。さらに、災害対策の充実、産業の活性化、交通利便性の向上、環境保護等に取

り組み、地域資源・経済の好循環を生み出すことをイメージしています。 
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図4.3 ゼロカーボンシティ甲州（2050年の甲州市イメージ） 

図4.4 脱炭素施策における役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

脱炭素の実現には市民・市内事業者・電力/エネルギー会社、そして行政が連携し協力

することが不可欠です。柱となる 5 つの施策における、それぞれの役割を図 4.4 に示します。 
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図4.5 ロードマップとアクションプラン 

2.ロードマップとアクションプラン  

施策①~⑤の各施策内容について、将来ビジョンの実現に向けてロードマップを作成しま

した（図 4.5）。 

短期的には足元で実施されている ZEB 化・ZEH 化のさらなる促進や太陽光発電の普

及促進などを行います。中⾧期的には、太陽光、中小水力発電の設営、バイオマス燃料

の活用、移動手段の低炭素化などに取り組むことを想定しています。 

2050 年ゼロカーボン達成のためには、各施策を段階的かつ⾧期的に取り組む必要があ

ります。 
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3.ゼロカーボン施策 

施策①:公共施設・住宅の低炭素化、BCP 対応 

施策①では、公共施設の低炭素化・ZEB化、企業事務所と住宅の低炭素化・ZEB化、

太陽光発電の PPA モデル普及促進を推進していきます（図 4.7）。 

EMS(エネルギー・マネジメント・システム)によるエネルギー利用の最適化や、LED 等の省

エネ機器の導入によるエネルギー消費量の削減、太陽光発電・蓄電池導入による再生可

能エネルギーの有効利用による脱炭素化を目指します。  

太陽光発電・蓄電池の導入は脱炭素化のみならず、BCP 対応に繋がります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業や住宅における太陽光発電・蓄電池設備導入を支える仕組みとして、 

第三者所有モデルというものが存在します。これは、電力会社やメーカーが太陽光発電・ 

蓄電池設備等を住宅や企業施設等に初期費用無料で設置し、 

電力購入契約(Power Purchase Agreement:PPA)を結んで発電電力を供給 

する仕組みです。 

第三者所有モデルの利用者(住民や企業)はサービス提供者と 20 年程度の電気 

契約を結ぶ必要があり、太陽光発電設備等は一定期間後に無料譲渡されます 

(それまでの期間はサービス事業者が所有)。 

第三者所有モデルの利用者には初期費用・設備メンテナンス無料、電力料金削減、

停電時の電源確保、環境価値創出等の利点があります。 
 

 

 

～PPA モデルとは～

図 4.6 第三者所有モデルのスキーム 
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短期的に、公共施設の屋根上で、太陽光パネルが置ける場所を選定します。特に、公

共施設が新築・改修される場合は低炭素化、ZEB 化を検討していきます。事業者・市民

向けには ZEB・ZEH 化等に関する情報発信を強化し、事業者・市民と共に PPA 事業や

ZEB 化・ZEH 化を拡大していきます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.7 施策➀:事業イメージ 

図4.8 施策➀:施策スケジュール 
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施策②:果樹園の低炭素化 

  施策②では、市内の果樹農家等を対象に 4 パーミルイニシアチブの普及・促進支援を

行います（図 4.9）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

短期的に、4 パーミルイニシアチブの情報発信を強化し、ブランド化を推進します。果樹

農家と共に 4 パーミルイニシアチブの実施を拡大します。中⾧期的に、バイオマス燃料の使

用等、再エネを活用した果樹の低炭素化に関する情報発信、補助金整備、相談窓口の

設置等を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.9 施策②:事業イメージ 

図4.10 施策②:施策スケジュール 
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施策③:太陽光・中小水力発電等の開発、熱利用の促進 

施策③では、再エネ発電設備の導入を推進します。また、再エネ発電導入に向けたゾー

ニングや合意形成を行います（図４.11）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

短期的に、机上検討済の再エネポテンシャルに関して、現地調査等を進め導入ポテンシ

ャルの精査を進め、ゾーニングを推進します。再エネ開発事業者等と共に、周辺住民への説

明、合意形成を進めます。 

中⾧期的に、事業者と共に、太陽光発電、中小水力発電、バイオマス発電の開発を実

施します。また、公共施設での電気使用では再エネの使用を優先し、化石燃料使用に関

してはバイオマス燃料等への代替を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 4.12 施策③:施策スケジュール 

図4.11 施策③:事業イメージ 
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施策④:移動手段の低炭素化 

施策④では、市内の交通手段の低炭素化や、輸送距離を短縮する支援を実施します

（図４.13）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

短期的に、市内の交通手段の低炭素化に関連して、自転車利用の促進、EV（電気

自動車）等の普及推進を図ります。市内の輸送距離を短縮する支援のために、宅配ボッ

クス購入補助等を実施します。市民と共に、輸送距離の短縮を進めます。中⾧期的に、

EV 等を活用した公共交通の脱炭素化を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.13 施策④:事業イメージ 

図 4.14 施策④:施策スケジュール 
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施策⑤:循環型社会の確立、森林吸収の促進・環境教育 

施策⑤では市民や次代を担う子どもたちへの環境教育を推進し、森林整備等の保全

活動や循環型社会の確立を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民や次代を担う子どもたちへの、自然環境・循環型社会についての教育を行い、環境

に対する正しい知識の理解を促進します。さらに、重要な CO₂吸収源でもある森林の整備、

環境保全・モニタリングを行い、循環型社会を推進します。 

 

 

 

 

 

図4.15 施策⑤:事業イメージ 

図 4.16 施策⑤:施策スケジュール 
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図 5.2 ゼロカーボンアクション 

図 5.1 COOL CHOICE 

第５章 ゼロカーボン推進のためのライフスタイル 
1.脱炭素につながる新しい豊かな暮らし 
 甲州市では、本計画において下記の将来目標を設定しております。ゼロカーボン実現には、

一人ひとりのライフスタイルの転換が重要です。具体的なアクションプランをご紹介します。ま

た、「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの10年後」もふまえて、アクションプランによる 

CO２削減効果、節約効果を紹介します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2030 年度 

「2013 年度比で CO2 排出量を 48%減」を達成 

2050 年目標 

政府が 2020 年に示した「2050 年ゼロカーボン」を達成 

「COOL CHOICE」は、CO2等の温室効果ガスの排出量削減の
ために、脱炭素社会づくりに貢献する「製品への買い替え」、「サー
ビスの利用」、「ライフスタイルの選択」等、日々の生活の中で、あ
らゆる「賢い選択」をしていこうという取り組みです。図5.1に示すよ
うな項目が挙げられています。 
 

脱炭素社会の実現には、一人ひとりのライフスタイルの転換が重要です。「ゼロカーボン
アクション 30」に関して、できるところから取り組んでみましょう! 
各項目についての具体的なアクションは、後半で紹介しています。 

参考資料:「COOL CHOICE」ウェブサイト 

5 つ星家電買い替えキャンペーン 
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図5.3 脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの10年後 

「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」 

2050年ゼロカーボン及び2030年度削減目標の実現に向けて、ライフスタイルの分野で

も大幅なCO2削減が求められています。環境省では、国民・消費者の行動変容、ライフスタ

イル変革を促すために、衣食住にわたる国民の将来の暮らしの全体像「脱炭素につながる

新しい豊かな暮らしの10年後」を提示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

甲州市における、2030年度の家庭部門CO2削減目標は、約7.8千t-CO₂/年です。1

世帯あたりで約590kg-CO₂/年の削減が必要*となります。目標達成のためには、一人ひ

とりのライフスタイルの転換が重要です。*国の「地球温暖化対策計画」各種省エネ対策における家庭

部門のCO₂削減量を甲州市に反映/令和5年3月1日時点の甲州市世帯数（参考資料:甲州市HP） 

「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」では、ライフスタイルの転換にお

いて3つのモデルを提示しています。各モデルの行動要素を甲州市の地域特性に合わせ、モ

デルを新たに作成しました。①全ての世帯（約600kg-CO₂/年）、②10年後までにリフォ

ームの機会がある世帯（約4,500kg-CO₂/年）、③10年後までに新築の購入機会があ

る世帯（約7,100kg-CO₂/年）の３つです。 

甲州市の全ての世帯で、モデル①（約600kg-CO₂/年）を実践すると、甲州市の目

標（約590kg-CO₂/年）が達成される見込みとなっています。 

ライフスタイルの転換による、モデル①をとりいれた際の2030年の甲州市のイメージを 

図5.4に、モデル②リフォームの機会がある世帯のイメージを図5.5に、モデル③新築の購入

機会がある世帯のイメージを図5.6に示しています。 

参考資料:「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」の概要 
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図5.4 2030年の甲州市イメージ① 

モデル①全ての世帯（約 600kg-CO₂/年） 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 電灯の LED 化  クールビズ 

 家電の買い替え 

 節水 

 エコドライブ 

 ② 

 ③ 

 公共交通機関の活用 

 ごみの削減・分別 

 自転車の活用 

分類 行動 CO2削減量
電灯のLED化 27.2kg/年

クールビズ・ウォームビズ(家庭・オフィス) 40.6kg/年

家電の買い替え(エアコン及び冷蔵庫) 177.6kg/年

節水 104.7kg/年

エコドライブ 117.3kg/年

公共交通機関・自転車等の活用 35.1～161.6kg/年

ごみの削減(分別・３R) 28.8kg/年

環境配慮製品・サービスを選択 19.2kg/年

食品ロス削減 5.4kg/年

モデル
①
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図5.5 2030年の甲州市イメージ② 

図5.6 2030年の甲州市イメージ③ 

モデル②10 年後までにリフォームの機会がある世帯（約 4,500kg-CO₂/年） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モデル③10 年後までに新築の購入機会がある世帯（約 7,100kg-CO₂/年） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分類 行動 CO2削減量
エネルギー自給自足の家(ZEH) 2551.0kg/年
家庭エコ診断 31.5kg/年

モデル
③

 テレワーク 

 高効率給湯器 

 断熱リフォーム 

 次世代自動車を利用 

 エネルギー自給自足の家（ZEH） 

 太陽光発電設備の設置 

分類 行動 CO2削減量
断熱リフォーム 1130.7kg/年
高効率給湯器の導入 70.9～525.6kg/年
スマート節電(HEMS導入) 87.5kg/年
太陽光発電設備の設置 919.8kg/年
次世代自動車 610.3kg/年
テレワーク 840.3kg/年

モデル
②

 宅配ボックス 

 蓄電池 
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SDGs 該当目標 

                  参考資料「COOL CHOICE」 ウェブサイト                         
  「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの 10 年後」の関連資料 

「省エネ性能カタログ」経済産業省 

アク
ション

エコアクション 年間CO2削減効果 節約効果

① 使用中の電力を再生可能エネルギー由来の電力に切り換える 1,232kg/人

② 夏季の軽装等により、冷房の設定温度を1℃高くする 5.3kg/世帯 566円

② 冬季の暖かい服装等により、暖房の設定温度を1℃低くする 35.3kg/世帯 3,338円

③ 冷蔵庫の設定温度を「強」から「中」にする 30.1kg/世帯 1,910円

③ 容量6kgの4割を入れて洗う状態から、8割を入れ洗濯回数を半分にする 2.9kg/世帯 4,510円

③ 液晶テレビ(32V型)の画面の輝度を「最大」から「中間」する 13.2kg/世帯 840円

④ 節水シャワーヘッドの導入 114.3kg/世帯 11,517円

④ 節水洗濯機（ドラム式洗濯機）の導入 3.7kg/世帯 1,078円

④ 節水アダプターの導入 6.0kg/世帯 1,743円

④ 節水型トイレの導入 4.5kg/世帯 1,309円

⑤ 統一省エネルギーラベル等を参考に、省エネ性能の高い冷蔵庫に買い替える 107.8kg/台 11,413円

⑤ 統一省エネルギーラベル等を参考に、省エネ性能の高いエアコンに買い替える 69.8kg/台 7,388円

⑤ LED等高効率な照明を導入する 27.2kg/世帯 2,876円

⑥ 宅配サービスを1回で受け取る 7.0kg/人

⑦ エネルギー使用量の表示・管理システム（HEMS)やIoT家電の活用により、節
電を行う

87.5kg/世帯 9,268円

市民 事業者 行政

①再エネ電気への切り替え ● ● ●
・自家消費型太陽光発電等を設置することが難しい状況でも、再
  エネ普及に貢献できる

②クールビズ・ウォームビズ
気候に合わせた服装と、適切な室温

● ● ●
・光熱費の節約
・気候に合わせた過ごしやすい服装で効率向上、健康、快適に

③節電
不要な時はスイッチOFF

● ● ●
・光熱費の節約
・火災等の事故予防

④節水 ● ● ● ・水道費の節約

⑤省エネ家電の導入
省エネ性能の高いエアコン・LED照明等

● ● ●
・電気代の節約
・健康、快適な環境づくり

⑥宅配サービスをできるだけ
　　一回で受け取る

●
・受け取り時間の指定で待ち時間を有効活用
・配達スタッフの労働時間抑制

⑦消費エネルギーの見える化
スマートメーターの導入

● ● ●
・実績との比較により、省エネを実感。光熱費の節約
・省エネをゲーム感覚で楽しみながらできる

アクション
取り組み主体

メリット
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図5.7 省エネ家電 

省エネ家電に買い替えると省エネで、お得に! 

家電製品は、10 年の間に、年間消費電力量や電気代、機能が大きく変化していま
す。例えば、テレビでは 10 年前と比較して約 31％省エネになります。 

「しんきゅうさん」を用いることで買い替え前後の省エネ、節電効果を簡単に比較するこ
とができます。 
 

参考資料:「COOL CHOICE」 ウェブサイト 

省エネ家電の買い替え前に 「しんきゅうさん」で比較! 

今使っているエアコン、テレビ、冷蔵庫、照明器具、温水

洗浄便座を省エネ製品に買い替えた場合、電気代や消費

電力量、CO2排出量がどのくらい削減できるのか調べることが

できます。 

ここを押さえて、もっと省エネ! 

照明

テレビ

・照明器具の掃除 

・必要のないあかりはこまめに消す 

・照明のスイッチの電源を切る習慣を 

つける(リモコン機能使用中の待機 

電力の削減) 

・画面を掃除する 

・適切な音量設定にする 

・画面モードを省エネモード 

にする 

ここを押さえて、もっと省エネ! 

図5.8 しんきゅうさん 
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図5.9 ZEH 

ZEH 

ZEH とは、高い「断熱」性能
をベースに太陽光発電等の設
備でエネルギーを創出し、省エ
ネ設備等でエネルギーを効率的
に使うことで、年間一次消費エ
ネルギーの収支ゼロを目指す住
宅です。 
 

参考資料:「COOL CHOICE」 ウェブサイト                         
「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの 10 年後」の関連資料 

アク
ション

エコアクション 年間CO2削減効果 節約効果

⑧ 太陽光発電設備を設置する 919.8kg/世帯 53,179円

⑨ 断熱性能の向上と太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入によって、エネル
ギー消費量を実質ゼロにするZEHを購入する

2551.0kg/世帯 152,280円

⑩ 省エネ性能の高い住宅への引っ越し・断熱リフォーム 1130.7kg/世帯 94,475円

⑩ 省CO2・省エネ提案・アドバイスを行う家庭エコ診断を受診し、各家庭の実情に
合わせた対策を行う

31.5kg/世帯 4,185円

⑪ 従来型の給湯器から潜熱回収型給湯器に切り替える 70.9kg/台 6,161円

⑪ 従来型の給湯器からヒートポンプ式給湯器に切り替える 525.6kg/台 35,394円

⑪ 従来型の給湯器から家庭用燃料電池に切り替える 163.8kg/台 13,977円

⑭ テレワークにより通勤に伴う移動を削減 840.3kg/人 61,267円

市民 事業者 行政

⑧太陽光パネルの設置 ● ● ●
・自家発電を地産地消でき、防災レジリエンスの向上に寄与
・FIT制度等を利用し、余剰電力は売電することが可能

⑨ZEH（ゼッチ）・ZEB（ゼブ） ● ● ●
・健康、快適な環境を享受できる
・光熱費の節約

⑩省エネリフォーム
窓や壁等の断熱リフォーム

● ● ●
・室内環境の質を維持しつつ、大幅な光熱費の削減を実現
・防災レジリエンス、防音効果の向上

⑪蓄電地・蓄エネ給湯機の
   導入・設置

● ● ●
・貯めた電気やエネルギーを有効活用することを通じて、光熱費の
節約や防災レジリエンスの向上につなげることができる

⑫暮らしに木を取り入れる ● ● ●
・温かみや安らぎ等心理面での効果、快適な室内環境
・木を使うことで、植林や間伐等の森林の手入れにも貢献できる

⑬分譲も賃貸も省エネ物件を
   選択

●
・光熱費の節約
・健康、快適な環境を享受できる

⑭働き方の工夫
テレワーク、職住近接、ワーケーション等

● ● ●
・通勤・出張等による移動時間、費用の節約
・生活時間の確保

アクション 取り組み主体
メリット
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図5.10 住宅に関するゼロカーボンアクション（ZEH） 

省エネリフォーム 

参考資料:「COOL CHOICE」 ウェブサイト 
                                                  「うちエコ診断」ウェブサイト 

図5.11 うちエコ診断 

<窓断熱の対応策２種類> 

【対応策１】 
カバー工法＋複層ガラス 

断熱リフォームを
検討するなら、まずは
効果の高い窓から。
断熱リフォームするこ
とで室内側の結露防
止、防音等にも効果
があります。また製品
によっては防犯性が
向上します。 【対応策２】 

内窓の取りつけ（二重窓） 

「うちエコ診断」で目指そう、もっと省エネな暮らし! 

うちエコ診断は、家庭の年間エネルギー使用量や光熱水費等の情報をもとに、専用の

ソフトを使って、住まいのある地域の気候や家庭のライフスタイルに合わせた省エネ、省

CO2対策を提案するものです。 

うちエコ診断士がデータをふまえ具体的な

対策を提案。対策をとることでCO2排出

量・光熱費がどのくらい下がるかわかる。 

CO2排出の内訳を分析し「どこから、どのく

らいCO2が出ているのか」をチェック。 

エネルギー消費状況や光熱費を「見える

化」し、他の世帯を目安にしてCO2排出

量を比較。 

エネルギー消費量の削減と光熱費の節

約という2つの視点から、どこまでCO2排

出を抑えるか目標を設定。 

✓１CO2 の排出量を確認 ✓2 具体的な削減目標を設定 

✓3 CO2 の排出内訳を知る ✓4 暮らしに合わせた対策を検討 
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図5.13 エコドライブ 

図5.12 CO2排出量が少ない交通手段の選択 

参考資料:「COOL CHOICE」 ウェブサイト 
「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの10年後」の関連資料 

 

エコドライブ 

ムダなアイドリングはやめよう 

自分の燃費を把握しよう 

エアコンの使用は適切に 

図5.14 チョイス!エコカー 

アク
ション

エコアクション 年間CO2削減効果 節約効果

⑮ 自動車を保有する代わりにカーシェアを利用する 490.5kg/台 149,247円

⑮ 近距離通勤（5㎞未満）は自転車・徒歩通勤に 161.6kg/人 11,782円

⑮ 通勤手段を自動車から公共交通機関に見直す 35.1kg/人

⑯ 自動車購入時に、次世代自動車（FCV,EV,PHEV,HV)を選択する 610.3kg/台 75,152円

⑯ ふんわりアクセル、加減速の少ない運転等のエコドライブを実施する 117.3kg/台 9,365円

市民 事業者 行政

⑮スマートムーブ
徒歩、自転車・公共交通機関で移動等

● ● ●
・健康的な生活の促進（運動量の確保等）
・自動車購入・維持費用の節約

⑯ゼロカーボン・ドライブ
再エネとEV/FCV

● ● ●
・静音性の向上、排気ガスが出ない
・ガソリン代の節約、蓄電池として災害時等に活用することも可能

アクション 取り組み主体
メリット
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 参考資料:「COOL CHOICE」 ウェブサイト 
「mottECO」ダウンロードページ 
「すぐたべくん」ダウンロードページ 

図5.16 持続可能な衣類の利用 

図5.15 食品ロス低減の取り組み 

「mottECO」 

飲食店での食品ロス削減を推進するた

め、食べ残しの持ち帰りを促す際に活用さ

れているロゴマークです。 

「すぐたべくん」 

食品ロス削減に向けた消費者による取り組みの1つとして「すぐ

に食べる」商品については、賞味期限・消費期限が⾧い商品を

購入するのではなく、陳列順に購入することが挙げられます。 

このような消費行動を消費者に訴えかけるキャラクターです。 

一人あたり（年間平均）の衣服消費・利用状況 

→手放す枚数より購入枚数の方が多い現状にあり、背景には安価な大量生産が挙げられます。 

1 着の服を⾧く大切に使うことで心を豊かにして節約することにつながります。 

アク
ション

エコアクション 年間CO2削減効果 節約効果

⑰ 買いすぎの防止等により、家庭からの食品ロスを削減する 5.4kg/人 8,900円

市民 事業者 行政

㉑今持っている服を⾧く大切に
   着る

●
・着慣れた服を⾧く使える、愛着がわく、こだわりを表せる
・体型維持（健康管理）を心がけることができる

㉒⾧く着られる服をじっくり選ぶ ●
・無駄遣いの防止（消費サイクルが伸びる）
・体型維持（健康管理）を心がけることができる

㉓環境に配慮した服を選ぶ ●
・無駄遣いの防止（衝動買いを避ける）
・QOLの向上、服のできるストーリーを知る楽しみも出てくる

アクション 取り組み主体
メリット

市民 事業者 行政

⑰食事を食べ残さない ●
・適量の注文により食事代を節約できる
・食べ残しの持ち帰りが可能であれば、他の食事に充てられる

⑱食材の買い物や保存等で
　の食品ロス削減の工夫

●
・食費の節約、家庭ごみの減量
・子どもへの環境教育推進活動につながる

⑲旬の食材、地元の食材で
　 作った健康な食生活

●
・食を通じたQOLの向上
・地元の食材を地産地消により、物流コスト・排ガス等の削減

⑳自宅でコンポスト
生ごみをコンポスター等を使って堆肥化

●
・生ごみの減量、子どもへの環境教育推進活動につながる
・作った堆肥を家庭菜園やガーデニングに活用できる

アクション 取り組み主体
メリット
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参考資料:「COOL CHOICE」 ウェブサイト  
「プラスチック資源循環」ウェブサイト 

  

図5.17 3Rの利用促進 

アク
ション

エコアクション 年間CO2削減効果 節約効果

㉗ マイボトル、マイバックの利用、分別等により容器包装プラスチック等のごみを削減
する

29.8kg/世帯 3,784円

市民 事業者 行政

㉔マイバッグ、マイボトル等を
   使う

●
・ごみの減量
・環境を大事にする気持ちを行動で表せる

㉕修理や補修をする ●
・こだわりや物を大切にする気持ちを表せる
・自分らしいアレンジ等をして楽しむことができる

㉖フリマ・シェアリング ●
・不要な物を必要とする他の人に使ってもらい、収入にもなる
・購入・維持費用の節約

㉗ごみの分別処理 ● ● ●
・ごみの減量
・資源回収への協力による協力金やポイント還元等

アクション 取り組み主体
メリット

市民 事業者 行政

㉘脱炭素型の製品・サービスの
   選択

● ●
・バイオマス由来プラスチックを使った商品、詰め替え製品等を選ぶ
  ことで、環境負荷低減に貢献できることが分かる

㉙個人のESG投資
気候変動対策をしている企業の応援

●
・温暖化対策に取り組む企業の商品やサービスを利用・投資等に
より、環境に配慮する企業が増加し、脱炭素社会づくりに貢献

アクション 取り組み主体
メリット

アク
ション

エコアクション 年間CO2削減効果

㉘ 従来のプラスチックに替わり、環境に配慮したバイオマスプラスチックを使った製品を
購入する

19.2kg/世帯

市民 事業者 行政

㉚植林やごみ拾い等の活動
団体・個人による地球温暖化対策行動

● ● ●
・ゼロカーボンアクションの取り組みを発信・シェアすることで取り組み
の輪を広めることができる

アクション 取り組み主体
メリット
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～アクションカード～ 

図5.18 アクションカード 

参考資料:「COOL CHOICE」 ウェブサイト  
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2.ゼロカーボンシティへ向けた取り組み 

（１）甲州市の補助事業を活用した CO2 削減効果 

甲州市では、令和4年度に、「住宅環境創エネ・省エネ・蓄エネ設備の設置補助」として、

太陽光発電システム、自然冷媒ヒートポンプ給湯器、地中熱利用システム、住宅用蓄電

池の設置補助を行っています。また、宅配ボックス購入補助、生ごみ処理容器・生ごみ処

理機の購入補助を行っています。今後も継続して、ゼロカーボンシティへ向けた取り組みを

進めていく予定です。年間のCO2削減効果は図5.19の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

補助事業 前提
太陽光発電 出力5.0kwの太陽光発電を導入
自然冷媒ヒートポンプ給湯器 従来型の給湯器から高効率給湯器へ更新
地中熱 地中熱を利用した家に住み替え
生ごみ処理容器 生ごみを可燃ごみとして処理せずに、コンポスト等で堆肥化
宅配ボックス 年間72個（月6個程度）の宅配便を、再配達なしで受け取る
ペレットストーブ 灯油ストーブと置き換え9h×30日×5ヵ月使用
電気自動車 ガソリン車の代わりに次世代自動車を利用
太陽熱利用 太陽熱温水器の導入

自然冷媒ヒートポンプ給湯器 

約 526kg-CO2 /年 削減 

ペレットストーブ 

1,057kg-CO2/年 削減 

生ごみ処理容器・生ごみ処理機

約 18kg-CO2 /年 削減 

地中熱 

約 1,000kg-CO2/年 削減 
太陽光発電（5.0kW） 

約 1,314kg-CO2 /年 削減 

蓄電池（リチウムイオン電池） 

太陽光発電と併用利用で効率

アップ 

宅配ボックス 

約７kg-CO2/年 削減 

電気自動車 

約 610kg-CO2/年 削減 

太陽熱利用 

約 420kg-CO2/年 削減 

図 5.19 各取り組みの CO2 削減効果 

表 5.2 CO2 削減量算出の前提 

参考資料:「COOL CHOICE」 ウェブサイト 
 「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの10年後」の関連資料 
「環境負荷削減技術によるCO2削減効果」環境省 
「GEO POWER SYSTEM」ウェブサイト 
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図5.21 森林資源の循環 

 

 

 

木質バイオマスとは木材からなるバイオマスのこと

で、樹木の伐採や造材のときに発生した樹皮やのこ

屑等のほか、住宅の解体材や街路樹の剪定枝等が

あります。木質バイオマスをボイラーで燃焼させ、発生

した熱を室内の暖房や温水プールの水を温める熱等

として利用でき、化石燃料を使うことなくエネルギーを

得られます。 

なお、木質バイオマスを燃やすことにより CO₂は発

生しますが、樹木の伐採後に森林が更新されれば、

その生⾧の過程で CO₂は再び樹木に吸収されます。

よって、木材のエネルギー利用は、大気中の二酸

化炭素濃度に影響を与えないカーボンニュートラル

な特性を有しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

～木質バイオマス～ 

図５.20 木質バイオマスボイラー 

参考資料:美瑛町わいわいプール 

木質バイオマス発電・熱利用導入ガイドブック 
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（２）『広報こうしゅう』 

甲州市は、『広報こうしゅう』で「ゼロカーボンシティ甲州を目指して」を連載しています。ゼ

ロカーボンシティを目指すにあたり、市民、事業者の方々の参加は不可欠です。そこで、環

境省の提示する「ゼロカーボンアクション30」をもとに、身近でできる脱炭素につながる行動を

広報誌で紹介しています。 

令和4年8月号に掲載した、1回目の連載では、地球温暖化の現状、脱炭素に向けた

取り組みが必要となる背景を紹介しています。また、「ゼロカーボンアクション30」で示されるア

クションを図とともに、紹介しています。 

  

参考資料:『広報こうしゅう』 令和 4 年 8 月号 

図 5.22 『広報こうしゅう』 令和 4 年８月号 
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  令和4年9月号に掲載した、2回目の連載では、「食品ロス」について取り上げています。

日本での食品ロスの現状や、食品ロスの削減にむけて身近でできる取り組みやCO2削減効

果を紹介しています。また、甲州市では、「生ごみ処理容器・生ごみ処理機」の購入補助

事業を行い、ごみ減量による脱炭素に向けた行動を後押ししています。 

  

図 5.23 『広報こうしゅう』 令和 4 年９月号 
参考資料:『広報こうしゅう』 令和 4 年９月号 
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図 5.24 『広報こうしゅう』 令和 4 年 10 月号 

令和4年10月号に掲載した、3回目の連載では、「サステナブルなファッション」について取

り上げています。服の作られる過程での環境負荷について、現状の廃棄状況を紹介してい

ます。また、廃棄を減らすために、購入時の服の選び方、⾧持ちさせるための管理方法、不

要になった服の資源利用方法について紹介しています。 

  

参考資料:『広報こうしゅう』 令和 4 年 10 月号 
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図 5.25 『広報こうしゅう』 令和 4 年 11 月号 

図 5.26 COOL CHOICE ロゴマーク 

令和4年11月号に掲載した、4回目の連載では、「エコドライブ・宅配サービス」について

取り上げています。エコドライブの内容や、取り組むことで得られる、様々なメリットを紹介して

います。宅配サービスについては、再配達を減らすための行動を紹介しています。さらに、甲

州市独自の取り組みである宅配ボックスの購入補助制度も掲載しています。 

  

参考資料:『広報こうしゅう』 令和 4 年 11 月号 

参考資料:「COOL CHOICE」ウェブサイト 
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図 5.27 『広報こうしゅう』 令和 4 年 12 月号 

令和4年12月号に掲載した、５回目の連載では、家で取り組むことのできる「冬の省エ

ネ」について取り上げています。暖房器具の省エネによって得られるCO2削減効果や光熱費

節約効果を紹介しています。また、各家電について、年間を通して取り組むことのできる省エ

ネ行動も紹介しています。 

省エネでは、脱炭素だけでなく節約もでき、豊かな生活につながっていきます。 

  

参考資料:『広報こうしゅう』 令和 4 年 12 月号 
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図 5.28 『広報こうしゅう』 令和 5 年 1 月号 

令和5年1月号に掲載した、6回目の連載では、「脱炭素型の製品・サービスの選択」に

ついて取り上げています。環境ラベルの種類や、各ラベルの意味についていくつか紹介してい

ます。 

  

参考資料:『広報こうしゅう』 令和 5 年 1 月号 
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図 5.29  『広報こうしゅう』 令和 5 年 2 月号 

令和5年2月号に掲載した、7回目の連載では、「節水」について取り上げています。水

道水を作るためにはたくさんの電気が使われていることから、節水することで脱炭素につなが

ることを紹介しています。さらに、自宅で取り組むことのできる節水の方法やCO2削減効果に

ついても紹介しています。 

 

 

  

参考資料:『広報こうしゅう』 令和 5 年２月号 
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図 5.30 『広報こうしゅう』 令和 5 年 3 月号 

令和５年３月号に掲載した、８回目の連載では、「省エネ家電の導入」について取り上

げています。家庭からのCO2排出量の約半分を電気の利用が占めていることから、家電の

買い替えをとおした、省エネの効果を紹介しています。また、各家電について買い替える際の

選び方を紹介しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料:『広報こうしゅう』 令和 5 年 3 月号 
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第６章 計画の推進 
甲州市環境審議会を基盤とし、施策の実証・実装に向けた検討を開始します。本計画

の持続可能性を担保するために、協議会による定期検証と必要に応じた計画の見直しを

行います。事業の進捗については、環境省から提供される自治体排出量カルテにより評価・

検証します。計画の見直しは、ロードマップに定めた目標に対する進捗や施策の進捗状況

を踏まえ、その後の施策や計画の見直しを行うとともに、市の総合計画等の変更を反映し

ます（図6.1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ゼロカーボンシティ宣言～ 
環境省では、「2050年にCO２(二酸化

炭素)を実質ゼロにすることを目指す旨を首

⾧自ら又は地方自治体として公表した地

方自治体」をゼロカーボンシティとしていま

す。 

山梨県では令和3年2月15日に全国初

となる県内市町村共同による「やまなしゼ

ロカーボンシティ」宣言を行いました。 

具体的な取り組みとしては、クリーンエネ

ルギーの導入促進、省エネルギー対策、森

林整備による吸収等により、県内の二酸化

炭素排出量をゼロとする「CO2ゼロやまな

し」の実現を目指しています。 
図6.2 ゼロカーボンシティ宣言 

参考資料:「COOL CHOICE」 ウェブサイト 
「ストップ温暖化やまなし会議」山梨県ウェブサイト 

  

図6.1 モニタリングスケジュール案 
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（巻末資料）用語集 

 

 

 

行 用語 解説 

A 

｜ 

Z 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

BAU 

(現状すう勢 

ケース) 

現在実施している温暖化対策のままで、今後追加的な対策を見込ま

ないケース。 

BCP 

(事業継続計画) 

万が一、地震等の自然災害、感染症の蔓延、テロ等の大事件が発生

しても、重要な事業を中断させない。または、中断した際も可能な

限り短い期間で復旧させる為の方針体制、手順等を示した計画。 

COP 

(気候変動枠組条

約締約国会議） 

「気候変動枠組条約」に賛同した国々が参加する1年に1回開催され

る会議。条約の目的達成に向けて「京都議定書」、「パリ協定」が

具体的な枠組みとして定められた。 

EMS 

(エネルギー 

マネジメント 

システム) 

センサーやIT技術を駆使した電力消費量の見える化（可視化）や、

再生可能エネルギーや蓄電池の機器の制御により効率的なエネルギ

ーの管理・制御を行うシステム。用途に応じて、BEMS（ビル）、

HEMS（家庭）、FEMS（製造業）、VEMS（農業）などがある。 

EV 

(電気自動車) 

蓄電池に蓄えた電気でモーターを回転させて走る自動車。走行中に

二酸化炭素や排気ガスを出さない、騒音が少ない等のメリットがあ

る。 

FCV 

(燃料電池 

自動車) 

燃料電池内で、水素と酸素が化学反応することで発電した電気エネ

ルギーでモーターを回して走る自動車。水素ステーションで水素、

空気中から酸素を補給する。 

FIP 

(フィードイン 

プレミアム) 

「基準価格」と市場価格等によって設定された「参照価格」の差分

を「プレミアム」として再エネ事業者がもらう制度。再エネ発電事

業者は、電気を売った価格にプレミアムが上乗せされた合計分を収

入として受け取ることができる。 

FIT 

(固定価格 

買取制度) 

再生可能エネルギーで発電した電気を、電力会社が一定価格で一定

期間買い取ることを国が約束する制度。 

IPCC 

(国連気候変動に

関する政府間 

パネル) 

人為起源による気候変化、影響、適応及び緩和策に関し、科学的、

技術的、社会経済学的な見地から包括的な評価を行うことを目的と

し、昭和63年（1988）に国連環境計画（UNEP）と世界気象機関

（WMO）により設立された組織。 
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行 用語 解説 

A 

｜ 

Z 
PPA モデル 

(電力販売契約) 

企業・自治体が保有する施設の屋根や遊休地をPPA事業者が借り、

無償で発電設備を設置し、発電した電気を企業・自治体が施設で使

うことで、電気料金とCO2排出の削減ができる。設備の所有は第三

者（事業者または別の出資者）が持つ形となるため、資産保有をす

ることなく再エネ利用が実現できる。 

SDGｓ 

(持続可能な 

開発目標) 

2015年９月の国連サミット加盟国の全会一致で採択された「持続可

能な開発のための2030アジェンダ」に記載された、17のゴール、

169のターゲットから構成される、2030年までに持続可能でよりよ

い世界を目指す国際目標。 

UNFCCC 

(国連気候変動 

枠組条約) 

大気中の温室効果ガスの濃度の安定化を究極的な目的とし、気候変

動がもたらす悪影響を防止するための国際的な枠組みを定めた条

約。197ヵ国・地域が締結・参加している。 

ZEB 

(ネット・ゼロ・

エネルギー・ 

ビル) 

「ゼブ」と呼び、断熱性能を高めること、省エネ、創エネを通して、

建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロ以下にすること

を目指した建物。 

ZEH 

(ネット・ゼロ・

エネルギー・ 

ハウス) 

「ゼッチ」と呼び、断熱性能を高めること、省エネ、創エネを通し

て、年間の家庭で消費するエネルギー量の収支を実質的にゼロ以下

にする住宅。 

あ 

エコツーリズム 

地域ぐるみで自然環境や歴史文化など、地域固有の魅力を観光客に

伝えることにより、その価値や大切さが理解され、保全につながっ

ていくことを目指していく仕組み。 

温室効果ガス 

温室効果をもたらす大気中に拡散された気体のこと。産業革命以降、

代表的な温室効果ガスである二酸化炭素やメタンのほかフロンガス

など人為的な活動により大気中の濃度が増加傾向にある。京都議定

書では、温暖化防止のため、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素の

ほか代替フロン等ガス（HFC類、PFC類、SF6 ）が削減対象の温室効

果ガスと定められた。 

か 

気候変動 

大気の組成を変化させる人間活動に直接または間接に起因する気候

変化のことで、それと同程度の⾧さの期間にわたって観測される自

然な気候変動に加えて生じるもの。近年では、地球温暖化と同義語

として用いられることが多い。 
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行 用語 解説 

か 

環境教育 

持続可能な社会の構築を目指して、家庭、学校、職場、地域その他

のあらゆる場において、環境と社会、経済及び文化とのつながりそ

の他環境の保全についての理解を深めるために行われる環境の保全

に関する教育及び学習。 

さ 

 
再生可能 

エネルギー 

資源に限りのある化石燃料とは異なり、一度使用しても比較的短期

間に再生が可能で繰り返し利用できるエネルギー。太陽光・風力・

水力等がある。 

自然冷媒 

ヒートポンプ 

給湯器 

エコキュートと呼ばれている。エコキュートはヒートポンプ技術を

利用してお湯をつくる高効率給湯機。ヒートポンプは熱を移動させ

る技術で、空気の熱をくみあげて給湯に必要な熱をつくることであ

る。空気の熱を利用するので、１の投入エネルギーに対して３の熱

エネルギーを得ることができる。 

省エネ 
石油、石炭、天然ガス等限りあるエネルギーが無くなってしまうこ

とを防ぐため、エネルギーを効率よく使うこと。 

３R 

Reduce:ごみを減らす、Reuse:ごみを再使用する、Recycle:ご

みを再生利用する、これらの頭文字をとって「３Ｒ(スリーアール)」

と呼ぶ。 

森林吸収 

森林を構成する樹木が、光合成により二酸化炭素を吸収するととも

に、酸素を発生させながら炭素を蓄えること。吸収量は、樹種や林

齢によって異なる。 

ゼロカーボン 

温室効果ガスの「排出量」から、植林、森林管理などによる「吸収

量」を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること。カーボンニュ

ートラルとも呼ばれる。 

ゼロカーボン 

シティ 

2050年に温室効果ガスの排出量又は二酸化炭素を実質ゼロにする

ことを目指す旨を宣言した地方自治体のこと。 

創エネ 

太陽光や風力、地熱などの自然エネルギーや火力発電から発生する

CO2 を減らす技術、水素エネルギー技術などの低炭素エネルギー技

術を開発し普及させること。 

た 

 

 

太陽光発電 
太陽光の光エネルギーを、太陽電池を用いて直接的に電力に変換す

る発電方式。 

太陽熱 
太陽の熱を使って温水や温風を作り、給湯や冷暖房に利用するシス

テム。 
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た 
脱炭素 

地球温暖化の原因となる二酸化炭素の排出を防ぐため、石炭や石油

等の化石燃料からの脱却をめざすこと。  

地域循環共生圏 

各地域が美しい自然景観等の地域資源を最大限活用しながら自立・

分散型の社会を形成しつつ、地域の特性に応じて資源を補完し支え

合うことにより、地域の活力が最大限に発揮されることを目指す考

え方。 

蓄エネ 

エネルギー貯蔵技術。出力が変動してしまう自然エネルギーを使い

こなすための必須の技術として、大容量化や低コスト化の技術開発

を促進することが必要とされている。 

蓄電池 
電気を蓄えておくことのできる装置。例えば、太陽光発電では、昼

に作った電気を蓄えておき、夜や非常時に使用することができる。 

地中熱 

浅い地盤中に存在する低温の熱エネルギー。 

大気の温度に対して、地中の温度は地下10～15mの深さになると、

年間を通して温度の変化が見られなくなる。そのため、夏場は外気

温度よりも地中温度が低く、冬場は外気温度よりも地中温度が高い

ことから、この温度差を利用して効率的な冷暖房等を行う。 

は 

4 パーミル・ 

イニシアチブ 

世界の土壌表層の炭素量を年間4パーミル増加させることができれ

ば、人間の経済活動などによって増加する大気中の二酸化炭素を実

質ゼロにすることができるという考え方で、農業分野から脱炭素社

会の実現を目指す取り組み。 

ま 

木質バイオマス 

木材からなるバイオマスのこと。主に、森林を伐採したときに発生

する枝・葉などの林地未利用材や、製材工場などから発生する樹皮

やおがくずなどの製材工場端材、住宅の建設や解体の際に発生する

建設発生材などがある。 


